



濱  智 江
第一章 序論
第二章 債務引受の認められる経緯および根拠













(１) 遠藤研一郎 ｢担保のための併存的債務引受 (担保的債務加入) 契約の有
効性に関する一考察 (上)｣ 新報 巻７･８号 (	年) 
頁, ｢同
























権譲渡方式と併存的債務引受方式の比較を契機に｣ 法研 巻９号 (
年) 頁, 遠藤研一郎 ｢債務引受のための対抗要件制度の導入可能性｣
新報巻９･号 (年) 頁, 金融法委員会 ｢債権法改正に関す
る論点整理 (上) ―債務引受と両立しない第三者との関係, 将来債務引受
等について (一括支払システム, 集中決済システム, パラレル・デット等
を念頭に置きながら)｣ 	
号頁など｡
(３) 柴崎暁 ｢免責的債務引受・債務者交替による更改― ｢求償権を認めない｣
規定の考察｣ 安永正昭＝鎌田薫＝能見善久監修 『債権法改正と民法学Ⅱ債
権総論・契約 () 』 (商事法務, 年) 頁, 堂園昇平 ｢債務引
受をめぐる現状の課題と今後の展望｣ 金法号 (年) 頁, 野
澤正充 ｢異議をとどめない承諾・債務の引受け () 免責的債務引受け｣
法セミ号 (年) 頁, 佐藤正謙＝宇田川法也 ｢多数当事者間
における債権債務関係：保証, 併存的債務引受, 免責的債務引受等の横断
的検討｣ 金法号 (年) 頁, 角紀代恵 ｢債務引受：現代法と






























































そこで, 債務引受の認められる経緯および根拠 (以下, 第二章) およ
債務引受と第三者のためにする契約との関係について (一) (濱)()
(７) 相原文雅 ｢債務引受契約と第三者の為にする契約との異同｣ 慶応法研第
巻第２号頁 (昭和年), 第４号 (昭和年) 	頁, 木村
常信 ｢第三者のためにする契約と債務引受｣ 産大法学第１巻第２号 (昭和
年) 頁など｡
(８) 角・前掲注 (３) 		頁, 加賀山茂 ｢第三者のためにする契約の機能―
債務者のイニシアティブによる公平な三面関係の創設機能―｣ 『法律行為



















一般に承認され, ドイツ民法 () が債務引受に関する規定も置い















(９) 於保不二雄 『債権総論 [新版]』 (有斐閣, 昭和年) 	頁参照｡


















から問題とした判決として, Ａ (旧債務者) のＸ (債権者) に対する代






を認めた｡ 下級審では, Ｘ (債権者) とＹ (引受人) 間の債務引受が三
面契約であることが要件であるとして成否が争われた東京控判明治年
債務引受と第三者のためにする契約との関係について (一) (濱)()
() 野澤正充 『債務引受・契約上の地位の移転』 叢書民法総合判例研究 (一
粒社, 年) ４頁参照｡
() 梅謙次郎 ｢債権債務ノ承継ヲ論ス｣ 法政大学創立三十周年記念論文集





巻４号 (	年) 頁, 四宮和夫 『債務の引受』 総合判
例研究叢書・民法 () (有斐閣, 	年), 椿寿夫 ｢判例債務引受法｣
『民法研究Ⅱ』 (第一法規, 	
年) 
頁, 野澤・前掲注 (), 鳩山






























債務引受は講学上次の三類型に分類される｡ 免責的 (移転的) 債務引






() 椿・前掲注 () 頁参照｡























なわち, () 旧債務者, 債権者および引受人を契約当事者とする三面契
約, () 債権者と引受人間の契約 (債権者型契約), () 旧債務者と引受
人間の契約 (債務者型契約), (	) 債権者と旧債務者間の契約の四つで








() 椿寿夫 『注釈民法』 [西村信雄編] (有斐閣, 年) 	
頁, 林良平
(安永正昭補訂) ＝石田喜久夫＝高木多喜男 『債権総論』 (青林書店, 第三
版, 年) 頁, 我妻栄 『新訂債権総論 (民法講義Ⅳ)』 (岩波書店, 
年) 頁参照｡
() 野澤・前掲注 () 頁参照｡
(





























(	) 石坂・前掲注 () 
頁参照｡
() 我妻・前掲注 () 頁, 椿・前掲注 () 

頁参照｡















号頁は, Ｘ (債権者) とＹ (引受人) 間で免責的債務引受契約が





















者の弁済 (民法	条２項) および債務者の交替による更改 (民法条
債務引受と第三者のためにする契約との関係について (一) (濱)()
() 鳩山秀夫 ｢日本債權法総論｣ (岩波書店, 

年) 頁参照｡ 石坂博士
も同様に原則として債権者契約を認める (石坂・前掲注 () 頁以下
参照)｡





















大判昭和年６月日判決全集４輯号９頁は, Ａ (旧債務者) が債務
引受契約締結時に何ら意思表示をせず契約成立後に反対の意思表示をし

















































() この判決は, 債権者が併存的債務引受を主張したが, 裁判所は免責的債
務引受を認定しており, 当該者の主張しない事実を認定したとはいえない
としている点でも注目される｡
() 末弘厳太郎 『債権総論』 (日本評論社, 年) 

頁参照｡
() 末弘・前掲注 () 
頁, 林・前掲注 () 
頁参照｡
(	) 林・前掲注 () 頁参照｡
() 鳩山・前掲注 () 
頁参照｡































() 近藤英吉＝柚木馨 『註釋日本民法中巻』 (巖松堂, 昭和年) 頁参照｡


































なお ｢債権者ニ対抗セントセバ｣ (大阪高判明治年月５日) と示
債務引受と第三者のためにする契約との関係について (一) (濱)()
(	) 野澤・前掲注 () 頁, 四宮・前掲注 () 頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 頁, 野澤・前掲注 () 頁, 椿・前掲注 ()
頁参照｡
す裁判例もあるが, 最高裁判所は ｢債権者の承諾なくしては効力を有し
ない｣ (前掲・最判昭和年９月日判決) と示し, 債権者の承諾は新
旧債務者間の債務引受の効力発生要件と解することができる｡
































() 我妻・前掲注 (	) 	
頁, 松阪佐一 『民法提要 債権総論』 (有斐閣,
第四版, 年) 
頁参照｡
() 田島順 『債権法』 (弘文堂, 頁) 頁参照｡
() 柚木馨＝高木多喜男 『判例債権法総論』 (有斐閣, 年) 頁参照｡
() 近藤＝柚木・前掲注 () 
頁, 野澤・前掲注 () 	頁, 林良平
[安永正昭補訂]＝石田喜久夫＝高木多喜男・前掲注 (	) 	頁参照｡
() 我妻・前掲注 (	) 		頁参照｡
() 我妻・前掲注 (	) 	
	頁参照｡
() 大判昭和年３月日全集４輯６号６頁も同旨｡

















｡ たとえば大判昭和年３月日全集４輯６号６頁は, Ｘ (債権者)














及ぼさないため強力な人的担保となる (野澤・前掲注 () 	頁)｡





() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
では, 契約当事者ではない原債務者の意思に反する債務引受は認めら
れるか｡ 先例として大判大正年３月日民集第５巻頁があり, 事

































































) 四宮・前掲注 () 	頁, 我妻・前掲注 () 頁, 大正年判研
第
巻第４号頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 頁参照, 野澤・前掲注 () 頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 	
頁参照｡
() 四宮・前掲注 () 頁参照｡
(
) 我妻・前掲注 () 頁, 四宮・前掲注 () 頁, 野澤・前掲注 ()
頁参照｡

































() 野澤・前掲注 () 頁参照｡































() 我妻・前掲注 () 頁参照｡
() 我妻・前掲注 () 
頁, 四宮・前掲注 (	) 
頁, 林良平 [安永正











要であり, 積極的に作用する｡ 判例は, 債権者の承諾を対抗要件的とみ
るもの (前掲・大阪高判明治年月５日) もあるが効力発生要件と解





















() 椿・前掲注 () 
頁参照｡
() 椿・前掲注 () 
頁参照｡
() 椿・前掲注 () 
頁参照｡
併存的債務引受における債権者の意思的関与の要否およびその法的性質
の解明が必要である｡ さらに, 債権者のいかなる具体的行為が意思的関
与として契約成立に影響を及ぼすかにつき明らかにする必要がある｡
本研究は年度中京大学内外研究員制度の支援を受けたものである｡
また, 科研費	
	の助成を受けたものである｡
債務引受と第三者のためにする契約との関係について (一) (濱)()
